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1．はじめに一21世紀の学問の潮流とNewPublicManagement
　この小論は、多年来論理実践実証的にリサーチしている健康福祉経済学1〕を、今話題の
［NewPublic　Management論コ、［第三の道論］との関連において説明する。
　我々は、21世紀の学問の潮流は、Community　Well－beingを目標におく政府の成功と市
場の成功の共生の解明にあると考え、早稲田大学共生研究会を組織し、「New　Public
Managementの学際的研究一政府と市場の共生メカニズム」のテーマのもとで科研費に
応募し、このテーマの研究を承認された刎。申請書の要点を引用す㍍
　「本研究では政府の成功と市場の成功の共生メカニズムを学際的に調査研究する。
社会構成主体を市民（地域住民、国民、地球市民）、企業、行政、NPO，NG0、学術
専門団体に分け、そしてそこにおける私的領域と公的領域と官の領域の新しい設定の
もとでそれぞれの主体がそれぞれの領域において、相互依存のもとで競争し、協調す
る役割相乗型社会を学際的に研究することを目的としている。NewPublic
Managementをただ単に公共部門（NP0、行政）におけるマネージメントの問題と
1）健康福祉経済学はGNPの最大化の経済学と異なり、Commun晦We1止being（健康福祉）の最適化
過程の実現を目標としている。ここでは市場活動と政府活動の共生が必要とされるのである。
2）早稲田大学は1990年代のはじめから西原総長（当時〕がドイツ・ボンでヨーロッパ研究センター
をつくり全学的研究の気運が高まった。時代の変化に即応して学部の壁を越えて学際研究も盛んにな
っていった。そこでボン研究センターで一緒にやった人達が中心になり早稲田大学共生研究会を組織
し文部省の科学研究費に応募して成功した。
してだけではなく、これと市場経済のマネージメントの共生を重要な問題として位置
づけ、政府と市場に関する共生の実現形態として実践的に検討し、成果を上げること
を狙っている。」
　そしてこの場合学際的研究の方法については、論理実践実証主義罧〕の学問的検討を基盤
として、要素還元主義（Reductionism）と包括主義（Holism）の融合を試みることが共通
の目的とされた。
　以上においてみたように、筆者のライフワークである健康福祉経済学の目標と、科研費
による共同研究を実践する早稲田大学共生研究会のリサーチの方向が幸運にも重なり合う
こととなった。
2．福祉と経済の共生研究の沿革
　この研究会4〕は新しい著書（共著・共編著を含む）を出版すると、報告の機会を与えて
くれるというルールをもっているので、私はこのルールに従って、今回を含めて、これま
で3回の報告をさせていただいた。第1回目が、1995年に医学医療の実践家である杉田肇
医師との共著『ヘルスエコノミックスー激動の経済変革に対して我々は何ができるか」
（成文堂〕を出版した時である。この著で我々は、少子高齢化社会、高度科学技術社会、情
報化社会、地球化社会、成熟化社会の衝撃を同時に受けた激動の経済変革に対応するため
に、既存の経済学から新しいパラダイムの経済学の提唱を行ったのであった。新しいパラ
ダイムの主役を、我々は（1）健康価値論、（2）地域主権的中央制御のグローバルシステ
ム・（3）論理実践実証主義に求めむ図1はヘルスエコノミックス（健康福祉経済学）の
基本的骨格を示している。ヘルスエコノミックスは、英訳ではEconomics　for　Positive
Healthとして示しているが、この名のとおりヘルスエコノミックスは、ポジティブヘル
スの開発を目標として構築されている。この実証的基盤は、大分市医師会で実践されてい
るMultichannelMedicalSystemである。ここでMultichamelは、図1で示されているよう
に、包括医療技術集積（A面）と政治システム（B面）と社会経済システム（C面）の多
次元バランスを意味している。このポジティブヘルス開発の多次元バランスの推進力と安
定性を確保するのが・健康価値論の実践である。図2は健康価値論の特徴を、図3は健康
価値論にもとづく組織適応能の人問行動仮説を示している。この仮説は、人問の生理的規
範をべ一スとして構想されている。つまり、人間生理に耐えうる規範にもとづく実践行動
が考えられているのである。図4は、論理実践実証主義の基本型を示している。健康価値
　3）　これについては・田村貞雄「健康福祉の最適化過程評価とパターン認識」『早稲田社会科学研究』
　　第58号1999年3月を参照のこと。
　4〕人間社会総合研究会は古賀勝次郎早稲田大学教授を会長とするインターユニバーシティの研究会
　　である。
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論はモノと違って、目に見えない主観的な内容を特徴とするから、これを学問領域に取り
入れて科学的展開の基礎に捉えるためには、実践によって実証することが必要となる。つ
まり、健康価値論は実践価値論の特徴を持っているのである。図5は、その応用型として
の目標逐次達成モデルを示している。図6は、ポジティブヘルス開発の地域性とボーダレ
ス性による地域主権的中央制御のグローバルシステムの一モデルを示している。これにつ
いては［4コでより詳しく説明する。
　以上で説明したように、経済学の新しいパラダイムを求めて上述の内容を研究会で報告
図2　健康価値論の特徴
1．新しい健康価値観形成の歴史的背景
　（1〕医療の構造と質の変化・医療の多様性
　（2）新しい疾病構造→成人病の概念の変化
　（3）先進国における福祉の新しい価値観
2．健康価値論の基本的仮説（生理的規範）
　（1）健やかに生きてさわやかな死に至る→医学・医療の支援
　（2）新しいケアの方法の開発→個人の白己選択・自己努力と健康教育（死の教育）
3．健康価値論の展開
　（1）マルチチャンネル・メディカル・システムの技術開発（健やかに生きてさわ
　　　やかな死に至るための技術開発）→老人が生きがいのある社会づくり
　（2）①Hea1thCheck②Hea1thPmmoti㎝③HealthEducaOonの技術集積
　（3）健康価値のパーソナリティ評価
4．健康価値論の実践の系
　近づきつつある死を認識して、日々の命の更新活動（自己選択による創造的活動）
　の必要性
5．健康価値論にもとづく社会拠出機構の組織づくり（地域保健委員会の機能拡充）
　（1〕社会的財のプールのしかた
　（2〕実践成果と評価と費用の負担のしかた
図3新しい人間行動仮説と組織適応能（アダプタビリティ〕　その1
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したが、健康価値論について多くのコメントとご指導をいただいた。経済合理的行動仮説
という」大仮説に対して、組織適応能の行動仮説は十分に煮詰められたものでないことを
私は反省し、この面の充実が必要であると痛感した。そしてこれを、ポジティブヘルス開
発の人問科学的検討として医学医療の専門家たちと詰めた。その結果、チャイルドエコロ
ジストとして名高い小林登国立小児病院院長（当時）と、1997年に『社会人間学一社会
を場として考える』（成文堂〕を学際的共同研究として出版した。
　本研究会のルールに従って、私に2回目の報告が回ってきた。そこで、健康価値論との
関連において、人問科学的検討を基礎として図3に示してある組織適応能の設定を人間科
学的メカニズムによって説明した。ここで健康価値論を英訳でATheory　of　Value　of
Positive　Healthと確定した。健康価値論は、ポジティブヘルス開発を目標とする人間行動
仮説として論理実践実証的に明確に設定された。この場合の実践は、大分地域で実践され
てきたMultichannel　Medica1Systemに求めた。もっと正確に言えば、健康価値論は
Multichannel　MedicalSystemの構想者である杉田肇医師の構想を、私が長年かかってよう
やく理解するに至って確定されたのである。医学と経済学あるいは社会科学の融合のキー
ポイントとなる領域と言えると思う。この『社会人間学』の副題に「社会を場として考え
る」とあるように、社会人間行動を人問科学に基づきつつ、清水博教授の場の理論を加味
して共同研究の共通の切り口とした。我々のヘルスエコノミックス（健康福祉経済学）は
武見太郎医師と杉田肇医師との共同研究の成果と言えるものであるが、武見・杉田両医師
は場の理論を本来的に持っていたので、人間科学と場の理論の結合は、武見・杉田両医師
との共同研究の延長線上にあると言うことができると思う。
　ところで健康価値論の定立は、経済福祉を超える新しい福祉体系（Community　Well－
being）のコンセプトの明確化とそれに基づく指標化のためであり、そしてそれは混合経
済を越えてあるいは福祉国家を越えて今回の研究報告の主題である「政府の成功と市場の
成功」の共生メカニズムを解明するためのものであった。その実証的基礎としては、ポス
ト冷戦の資本主義国、社会主義国の新しい政治経済体制を求めての実践、とりわけEUの
実験は豊富な研究の場を提供するものであり、早稲田大学のEUに関する総合的研究プロ
ジェクトに私も2回にわたって参加し、学際的協力のもとで研究を積み重ねてきた。この
早稲田大学ヨーロッパセンター（ボン）プロジェクトでの共同研究の成果をまとめて、
1999年6月『環境・資源・健康共生都市を目指して一人間讃歌のまちづくり』（成文堂）
を出版した5〕。
　そこで今回の報告のノミネートを受けたわけである。それでは、前2冊の共著・共編著
との関連において、今回の新著についての説明に入る。この著については［3］において
5）寄本勝美・田村貞雄編著『環境・資源・健康共生都市を目指して一人問讃歌のまちづくり」成文
　堂、1999年がそれである。
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詳しく説明するが、ここでは環境・資源・健康共生都市を目指してという、人問讃歌のま
ちづくりの共同研究を行うに至った背景について触れておきたいと思う。
　『人間性回復都市“べっぷ”の実践的展開の基本計画』（（財）生存科学研究所，1994〕を参
照していただきたい。これは平成5年度の別府市の総合調査研究報告書である。この調査
研究は、武見太郎医師がつくった財団法人生存科学研究所に別府市前市長より依頼された
もので、5年計画のうち3年目の報告書である。
　ここに、新著にエコポリスの観点から参加しておられる戸沼も、そして資源リサイクル
ポリスの観点から参加されており、主編者でもある寄本も参加している。『社会人間学』
の共編著者の小林登国立小児病院名誉院長もここに参加していたので、コーディネーター
の私にとっては身に余るチーム編成だったわけであるが、非常に勉強になった。『人間性
回復都市“べっぷ”の実践的展開の基本的計画』の具体的な内容についてはその序章を読
んでいただけば分かるが、私がここで強調したいことは、この報告書にあるように、共同
研究の共通の切り口を「環境変化と人間適応」に求めたことである。この共通の切り口を
基盤として、7つの登山口より頂上を目指した。ここに戸沼や寄本も参加していたから、
今回のCommunity　Wen－beingを求める『環境・資源・健康共生都市を目指して』の原点
は、この別府市の総合研究計画に求められると言える。
　次に我々は、この著の目指す「人問讃歌のまちづくり」において、政府の成功と市場の
成功を、市民参加、経営参加と分配参加の政治経済システムの確立に求めた。この発想の
原点は、寄本の役割相乗型社会を求めての新しい公共政策の展開ビジョンに求められる。
　報告書内の「［10］地域主権による新しい地域自治システムの展開」をご覧いただきたい制。
この論文で寄本は、新しい公共性に基づく市民・企業・行政の行動のあり方を説明してい
る。寄本の新しい公共政策に基づく役割相乗型杜会の基本的スタンスを紹介しよう。
　「1980年以降のいわゆる行政改革の動きをみると、市民や家族、民問部門の私的な
努力を強調するあまり、世の中における様々な問題を基本的には公共の問題、社会の
問題として捉える視点に欠けていたきらいがある。こうした個々の問題を、まずは公
共の問題として受け止めて公共対応、公共政策の在り様を検討し、そのうえに立って
自助や互助、そして公助の在り方を論ずるべきであったと思うのだが、第二臨調の答
申では前段の視点に乏しいものであった。また、先にも言及したように私的な努力、
すなわち自助・互助に期待するには、公助、すなわち公的な政策による支援が必要と
6）寄本勝美・田村貞雄「地域主権による新しい地域白治システムの展開」生存科学研究所『人間性
回復都市“べっぷ｝の実践的展開の基本計画』所収を参照。この論文は寄本・田村共同研究のきっか
けとなったものであ乱つまり寄本の「三つの市民」「役割相乗型社会」のアイデアと田村の「健康
価値論」と「地域主権的中央制御のグローバルシステム」の結合である。この共同研究は現在まで続
いており、政治経済学の早稲田革新として結実している。
図6　公共を担う民と官
公共を担う民
行政による公共対応 公共政策
なる問題が少なくないはずであるのに、私的努力と公的努力とのつながりは遮断さ
れ、専ら公助削減のために白助、互助を重視する図式が貫かれていた。」
　そして寄本は、次のように続ける。公共には官が担う公共と民が担う公共があるが、こ
れまでは民としての市民と企業は、この面の意識が薄かった。要するに市民も企業も、白
由とは公共的課題に対する私的な努力の可能性いかんによって規定される面が少なくない
はずであるのに、この点の認識が稀薄であった。市場の作用と自由競争のみをもってして
は、廃棄物問題や環境問題に対してより良き対応が約束されるわけではないことは、これ
までの経過から見て明らかなことである。図6は、寄本による公共を担う「民」と「官」
を示している。さらに、
　「公共を担うのは、行政のみならず、市民と企業なのである。公共の問題ごとに、
これら三つの活動主体、すなわち「三つの市民」は、どのように役割を分担し、公共
的な対応をしていけばよいのだろうか。この課題に具体的に応えるのが、公共政策に
他ならない。すなわち、これら三者の役割分担と組み合わせの体系を描くのが、公共
政策なのである。」といっている。
　図6に示されている行政による公共対応は公的公共領域に対応するものであり、公共を
担う民の領域は私的公共領域に対応するものである。公共政策は、公的公共領域と私的公
共領域を行政市民、市民、企業市民の職員参加、市民参加、企業参加の良きバランスのも
とで実行されるものでなければならないとしている。これは寄本による、政府の成功と市
場の成功の政治的参加に基づく実践的理論展開であり、New　Pub1ic　Managementの新し
い政治学的バージョンと言える。New　Public　Managementの早稲田バージョンは、寄本
のこの考え方を共通基盤として受け入れているのである。
　それでは、寄本との共編著である『環境・資源・健康共生都市を目指して一人問讃歌
のまちづくり』（成文堂）の要点を説明していこう。
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図7　動態的循環のイメージ
POS
3．「政府の成功」と「市場の成功」の共生とNewPublicManagement
　図7では、Commmi蚊Well－beingの動態的循環のイメージが描かれている。ここでは人
間讃歌の実態をCommunity　Well－beingの達成の状態で捉えている。Community　Well－
beingの達成においては、環境・資源・健康の動態的循環とそのバランスが必要とされ
る。環境と人間讃歌の関係を特定してみるとエコポリスの達成が浮かび上がり（戸沼）、
資源と人間讃歌の関係を特定してみると資源リサイクルポリスが浮かび上がり（寄本）、
そして健康と人間讃歌の関係を特定してみるとポジティブヘルスポリス循環（田村）が浮
かび上がってくる。
　エコポリス循環、資源リサイクルポリス循環、ポジティブヘルスポリス循環はそれぞ
れ・CommunityWe1l－beingの達成に動態的に関わり合っている。つまりCommuni蚊Well－
beingはエコポリス、資源リサイクルポリス、ポジティブヘルスポリスの部分的なバラン
スをべ一スとしつつ、三者が合して全体的バランスを達成するときに実現されると考えら
れる7〕。
　健康福祉経済学（Ecomomics　for　Positive　Hea1th）は、その実現の状態を論理実践実証
7）　この本の副題の「人間讃歌のまちづくり」は、杉田嚢のマルチチャンネル・メデイカル・システ
ムの実践の目標であるオアシスづくりの思想に依拠している。注6）でふれた田村の「健康価値論」
は杉田思想の原点ともいわれるべきものである。政治経済学の早稲田革新には早稲田キャンパスを日
本の、そして世界のオアシスにという願いがこめられている。
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図9　早稲田夫学共生研究会ドイツ（ボン〕シンボジウムの構成の特徴
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第3セッション（CommunityWelトbeingへの学問の役割）
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的に示す試みを行ってきた宮〕。ここでは、寄本の唱える役割相乗型社会における新しい公
共政策の視点を市民参加、経営参加、分配参加の政治経済システムの確立で考えている。
これがNew　Pub1ic　Managementの展開による政府の成功と市場の成功の実現の実態を示
すものと考えている。これはT．ブレアやM．シュレーダーによる第三の道と方向を同じく
するものということができると思う。
　次に人間讃歌の目標をCommunity　Well－beingの達成に求める場合においては、
Communi蚊We1l－beingのコンセプトの明確化と、それによる定量化の方法を明らかにす
ることが必要とな乱我々はこれを学際的共同研究のHuman　Eco1ogical　Research
Methodに求めている。図8によって、この学際的研究の方向性がお分かりいただけるで
あろう。なお、我々の研究会が1999年12月に開催した国際シンポジウム「Global
Interdiscip1inary　Research　for　New　Public　Management一政府と市場の共生における民・
公・官の役割　」（ホンシンポジウム）は、HumanEcologlcalResearchMethodの学際的
共同研究の準備段階として位置づけられる。図9はこのシンポジウムの基本構想を示して
いる。
　New　Pub1ic　Managementの学際的研究のターゲットは、Commun吋Well－beingの達成
に据えられている。そのためには民・公・官の役割相乗効果の実践による、政府と市場の
共生のメカニズムの論理実践実証的解明が必要とされる。これを第1セッションから第3
セッションにおいて、参加者それぞれの役割に応じてプレゼンテーションし、討論したわ
けである。
4．21世紀の政府活動の成功のために
　次に、政府の成功と市場の成功のためにとるべき道筋について説明する。図10をご覧
いただきたい。ここでは「21世紀の政府活動の成功のために」から入りたい。21世紀の
政府活動の成功のためには、激動の経済変革に適応するための新しい社会資本投資が必要
である。すなわち、健康価値論の実践のためのインフラストラクチャーづくりである。政
府活動の政治哲学は健康価値論の実践の環境整備に求められる。政策目標は、図1で示し
た健康福祉の最適化過程の実現である。そして行政施策技術は、上述したNew　Public
Managementの実践である。図10では、新しい人問行動仮説と組織適応能（アダプタビ
リテイ）が示されている。ここでは、「健やかに生きてさわやかな死に至る→近づきつつ
ある死を認識して日々命の更新活動」の健康価値論の実践を個人の自己実現の目標と考え
る。この健康価値論の実践は、同図に示されている。組織適応能（Adaptabili蚊）によっ
て、社会的実現度が示されると考える。a自律性の昂揚（企業家精神）　A競争、b自己
8）　この資源・環境・健康の動態均衡の解明のために、われわれは論理実践実証主義を基盤とした
HumanEcologica1ResearchMethodの開発をめざしている。
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図10　新しい人間行動仮説と組織適応能1アダプタビリティ）：その2
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　　　　　家庭組織で育成・学習　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼．、＼
1一．岬弾即叩竺叩野即叩叩竺坪讐与㌣三二平舛苧．．1
　④健康投資行動の情報循環システム形成支援
　⑤「能く生き能く死ぬ」ためのサービス給付と資金対応のシステム化
　　バイオインシュアランス制度形成支援
⑥NPO・NGOの育成支援
抑制　B相互信頼、c献身一C家庭教育が医学医療の実践によって支援された家庭を基盤
とする個人の健康価値論の実践によって、徐々に組織適応能の実現度（従って白己実現の
程度）は高まっていく。ここでいう社会資本投資は、この医学医療の支援環境に基づく個
人の健康価値論の実践環境の整備である。これを列挙すると次のようになる。
　①行政による家庭医技術集積型地域包括医療システム形成支援（具体舳こはマルチチャ
　　ンネル・メディカル・システム形成支援）9コ
9）具体的には地域包括医療の中核となる共同利用施設構築、ポジティブヘルス開発センター構築支
援（資金面、税制面）がまず第1に必要である。
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　②厚生労働省、文部科学省協力による健康教育システム形成支援（ここでの健康教育の
　　中核は、家庭医との協力による死の教育である）
　③健康価値評価による健康投資行動評価の場である地域保健委員会形成支援m］（この組
　　織はNewPublicManagementの中心的部分になる）
　④健康投資行動評価のための健康福祉情報システム形成支援（これは地域保健委員会の
　　活動のための前提条件である）
　⑤「能く生き能く死ぬ」ためのサービス給付と資金対応のシステム化　ハイオインシ
　　ュアランス制度形成支援1’コ
　⑥NPO，NGO育成支援
　以上において示した社会的インフラ整備（マルチチャンネル・メディカル・システム参
考）により、家庭を基盤とする個人の健康価値論の実践活動に基づく健康福祉の最適化過
程（個人、家庭、社会満足の同時達成というCommunity　Wel1－bei㎎）が実現されること
になる。これを我々は、地域主権的中央制御のグローバル政治・経済システムのもとで考
えている。これを実現させる行政技術が、New　Pub1ic　Managementである。上述した寄
本の唱える公共政策の内容である。ここでは、個人の健康価値論の実践を評価する場であ
る地域保健委員会の組織化と実際の運用が、政府の成功と市場の成功の共生の鍵を握って
いる。健康価値論による健康投資の最適化過程評価がこれである。ここにおける共生メカ
ニズムは、上述した環境変化に対する各組織適応による白律と連帯の適応行動に求められ
ている1別。
5．2ユ世紀の市場活動の成功のために■経済学の人間性・日常性の復活へ
　次に、政府の成功とジョイントする「市場の成功」について説明する。NewPub1ic
Managementにおいて市場の成功に参加するステークホルダーは、健康価値論の実践によ
る組織適応能の行動をとる企業家と労働者およびその関係者によって構成される。企業組
織のステークホルダーは、全て家庭を基礎として健康価値論の実践を自己実現の目標とし
ライフステージを通してアダプタビリティを高めているから、新自由主義の価値論を基盤
とする新古典派経済学の非日常的で抽象性の高い仮説である個人主義の哲学をべ一スとし
た経済合理性行動の仮説から脱皮して、より日常性と人問性の強い行動仮説（実践原理）
を我が性とすることになる。近代科学主義の厳密な適用により高められた精密性を、新た
に健康価値論の実践行動仮説を導入することにより、人間性と日常生活性でもって補強す
ることになるわけである。これがHolismとReductionismの融合である。このためには、
1O）　ここではポジティブヘルス開発評価のための健康福祉経済学会創設支援が必要である。
11）　これは現行の租税制度や社会保険制度と異なる積極的な資金拠出と配分機構の制度化を意味する。
　われわれはこれを社会拠出機構とよんでいる。
12〕　したがってここでは、組織適応能の実現度評価がモデル展開に際して重要となる。
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図8で示したパターン認識による実証的方法が必要とされる。つまり健康価値論は実践原
理であるから、「帰納は科学である」「科学は帰納である」という方法のもとで、帰納原理
によって演緯原理も構築していくわけである。我々は先にこれを、Human　Ecological
Research　Methodに求めた。21世紀はまさに、学際的研究が開花する世紀といえよう。そ
してこれによって再び、学問に日常生活性と人間性が戻ってくるのである。このように経
済学は、健康価値論の実践を自己実現の目標に据えることにより、経営学と共に“emp蚊
box”から“frui血11box”に転換し、Economics　for　Positive　Healthとして再生することに
なると思う。ここではMarketEconomyはPositiveHealthMarketEconomy（ポジテイブ
ヘルス市場経済）として、新たな役割を担い政府の役割と共生し、また経営学はPositive
Health　Management（ポジテイブヘルスマネージメント）として再生することになる。
「出でよ超『市場主義」の経営者たち」を経済学の再生の関連資料として、「新経営家族主
義と共生の経営行動」を経営学の再生の関連資料として提示したいと思う’3コ。
　「出でよ超『市場主義」の経営者たち」について説明する14］。これは1999年4月に経済
同友会代表幹事に就任した小林陽太郎富士ゼロックス会長によって『プレジデント』7，8
月号に発表されたものである。まず「市場主義宣言を超えて」というところからはじめら
れており、ダニエル・ベルの設問が示されている。ダニエル・ベルに「今後日本にとって
経済成長に代わって国民のプライドとパワーの源泉になるのは何だろう」と問われたこと
が、「『市場主義宣言」を超えて」代表幹事就任挨拶に言ったことの背景にあると述べてい
る。「私は、市場主義そのものを否定するものでもなければ、市場主義と別の方向に向か
うべきであると考えているわけでもありません。……しかし、市場主義が最終ゴールでは
なく、“その先”に必ず何かがあるはずだ、と思うのです。」「もう一つの理由は、ガバナ
ンスの観点からです。日本でも、コーポレートガバナンスに関心が集まっていますが、こ
れは要するに、“会社は何のためにあるのか”という問題です。全世界的に市場化が進む
中で、企業だけでなく、社会のガバナンス、世界のガバナンス、個人のガバナンスヘとさ
まざまな面から考える。……会社にとって大切なステークホルダー（企業活動と利害関係
のあるもの）は何なのかという問題です。株主が最も大切なステークホルダーであること
は否定しません。しかし、株主だけがステークホルダーでしょうか。ステークホルダーに
は社員や顧客も入ります。取引業者や納入業者もそうでしょう。より広く捉えれば、地域
社会や社会全般、さらには地球環境や人権といった普遍的なものへもつながっていきま
す。もしかすると、未来社会もステークホルダーと位置づけられるかもしれません」とい
って世界に通用する新しい企業像を求めている。このような企業像は、都会におけるより
！3）　これについては、田村貞雄「新経営家族主義と共生の経営行動」『経営行動』、1996年5月号を参
　照のこと。
！4）小林陽太郎「出でよ超『市場主義』の経営者たち」『プレジデント』1999年7，8月号
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地方の優良企業にモデルが求められると言い、地方優良企業は企業の経営実践と共に地域
の文化形成や従業員の人問形成も担っていると言って、市場主義を超えた経営者像につい
ての小林代表幹事観を披露している。そして最後にまたダニエル・ベルの「社会の発展の
鍵を握るのは、その社会の価値体系であり、テクノロジーではない」を引用し、「日本に
とって経済成長に代わる国民のプライドとパワーの源泉は何だろう」という根源的な問い
への解答を試みる努力の必要性を説いている。小林代表幹事の発想と展開方向は、我々の
Economics　for　Positive　Healthにおける健康価値論の実践による組織適応能の行動仮説と、
それに呼応する市場経済システムのあり方に近い考え方であると評価している］5〕。日経連
や経団連もこの方向にリーダーシップをとることになるならば、日本の産業経済は新しい
発展に向かって力強く踏み出すことになるのではないかと考えている。
　次に「市場活動の成功のために」との関連において、ポジティブヘルスマネージメント
について説明する。「新経営家族主義と共生の経営行動」をご覧いただきたい。これは
我々のManagementScienceforPositiveHealthの一研究資料である。市場経済システムの
学問的定式化において、経済学の失敗は人間讃歌の観点から市場参加（市場システムと政
治システム）と経営参加、分配参加を内生化できなかったことに求められると言うことが
できると思う。市民参加の内生化の問題は、社会的価値の相克における合意形成において
不可欠な要素であり、政府の成功と市場の成功の必要条件であると思う。そして労使問の
経営参加と分配参加の内生化は、政府の成功と市場の成功の共生の十分条件を形成すると
言うことができると思う。マルクスはこの面において資本による労働搾取説を主張し、資
本主義打倒の教祖となった。また新古典派経済学は、合理的行動の仮説による能力説（限
界生産力説）を主張し、効率性の実現と労働者問の分配の格差拡大という歴史的闘争の因
をつくっている。共生の哲学を基盤とするNew　Public　Managementの理論の実践により、
市民参加・経営参加・分配参加の政治経済システムが確立されれば、21世紀の地球経済
は発展性と安定性を持つと言えるであろう。特にこれまでの歴史において、分配参加は成
功の事例を多く持っていない。そこで我々は、新経営家族主義に基づく共生の経営行動に
よって理論化し、これを実践し実証しようと考えた。
　この発想は、大分地域におけるPositive　Health開発のMu1tichannel　Medical　Systemに実
践的参加したことによって得られたものである。新経営家族主義とは、古い日本的経営家
族主義と区別するために、「雇用者と共に客も家族の一員として考える」という仮説で設
定した。上述した小林陽太郎代表幹事のように企業をステークホルダーのガバナンスの現
実から捉えるならば、企業はステークホルダーを家族の一員として考えて接すると言うこ
とができると思う。このような新経営家族主義の構想が可能となったのは、杉田医師の健
15）　これについては田村貞雄「激動の口本経済変革に対してわれわれは何ができるか一健康開発型
　市場経済論のすすめ一」『早稲田社会科学研究』第55号1997年10月を参照されたい。
34
康価値論の実践による組織適応能の行動仮説のマネージメントヘの応用である。そこで
我々は、このようなマネージメントをポジティブヘルスマネージメントと呼びたいと思っ
ている。市場活動に参加する企業組織が全て新経営家族主義に基づく共生のマネージメン
トを実践すれば、市民参加の政治システムと共に経営参加、分配参加の経済システムが形
成され、地球上では未踏の政府の成功と市場の成功の共生が実現することになるであろ
う16〕。
　　6．むすび一NewPublicManagementと役割相乗型社会の実現
　政府の成功と市場の成功の共生を目標とするNew　Public　Managementの早稲田Version
では、行政・市民・NP0・NG0・企業が健康価値論の実践を基盤とし、新経営家族主義
の共生行動を行うことにより、役割相乗型社会を実現することになると考える。ここで
は、企業家精神　競争環境、白己抑制　信頼環境、献身一家庭教育環境の組織適応能行動
の日常生活化が何にも増して重要となる。このことにより、経済学も人間性と日常生活性
を取り戻し、Community　Wel1－bei㎎の新しい地平の中での活躍が可能となるであろう。
EconomicsforPositiveHea1thは、このような日常生活性と人間性を重視する新しい経済
学として特徴づけられるのである。
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